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はじめに
日本は超高齢社会となり、平成26年には高齢

化率が26.0％に達した１）。高齢化社会が進行す
る中、国は在宅介護を進めようとしている。し
かし、在宅医療に関わる医療スタッフの不足
や、高齢者の独居も増加しており２）、施設入所
者数が増加している３）。

また、高齢者の救急搬送も増加し、新潟市で
も救急搬送に占める高齢者の割合が、年々増加
傾向にある（図１）４）。高齢者の救急搬送は重
症度が高くなるため、高次医療機関への搬送数
が増加する５）６）。救命救急センターを有する新
潟市民病院でも、救急患者における高齢者の割

合は増加している（図２）。高齢者の救急搬送
は重症度が高いものの、Activities of Daily 
Living（ADL）や既往から、人工呼吸管理や
人工透析などの高度な医療行為の適応とはなり
にくいケースや、本人、家族ともに侵襲的な医
療を希望しないケースが多い。実際、７割の高
齢者施設で、急変時に積極的な治療や病院搬送
を希望していなかったとしても、その意志とは
別に病院に搬送されているとの報告もある７）。
侵襲的な治療を希望しない場合でも入院は必要
であり、入院によるADL低下と入院期間の長
期化、それによる病床の不足、そして次の救急
患者が受け入れらないといった問題が生じてし
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図１．新潟市消防局　年齢別　救急搬送
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まう８）。
本研究の目的は、新潟市の高齢者施設が救急

対応において抱える問題点と、救命救急セン
ターにどんな施設からどのような患者が搬送さ
れているのかなど実態を明らかにし、解決の方
策を立案することで、新潟市の救急医療資源の
効率良い活用につなげることである（図３）。

本研究は、ヘルシンキ人権宣言に基づいてお
り、新潟市民病院倫理委員会によって承認さ
れた。

方法
本研究は、高齢者施設調査、高齢者施設から

の新潟市民病院救急外来受診調査、高齢者施設
からの救急搬送調査の３つからなる。

（研究１）高齢者施設調査
2014年９月～12月に新潟市の高齢者施設321

施設の現場責任者に、アンケート調査を実施し
た９）。その内訳は、介護老人福祉施設74施設、
介護老人保健施設36施設、有料老人ホーム45施

図２．新潟市民病院　救急外来　75歳以上の受診者数
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図３．本調査の概要
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設、認知症対応型共同生活介護48施設、短期入
所生活介護施設118施設。医療施設である介護
療養型医療施設を除いた。アンケートの調査項
目は、高齢者施設の種類、入所者数、スタッフ
数、看護師など医療資格のあるスタッフ数、常
勤医師の有無といった基本情報に加え、Do 
Not Attempt Resuscitation（DNAR）の意思
確認の有無、人工呼吸管理や透析といった侵襲
的処置（心停止した際の蘇生治療は除外）の意
思確認の有無などの入所者医療情報の把握状況
とした。DNARや侵襲的処置の希望の確認に
ついては、文書の有無も確認し、実際に施設で
看取った数も調査した。

（研究２）高齢者施設からの新潟市民病院救急
外来受診調査

2015年４月～2016年３月まで高齢者施設入所
中に新潟市民病院救急外来へ救急搬送された患
者を対象とし、カルテ調査を実施した。他院か
らの紹介患者、デイサービスからの受診は除い
た。調査項目は、患者の年齢、性別、病名、既
往、ADL、DNARなどの治療方針、帰宅・入
院などの転帰、入院期間、医療ソーシャルワー
カーが介入した患者では退院調整に苦労したか
どうかと、その原因とした。

表１．高齢者施設の特性

施設数 割合（%）
施設の種類 介護老人福祉施設 47 20.8

介護老人保健施設 30 13.3
有料老人ホーム 36 15.9
養護老人ホーム 1 0.4

認知症対応型共同生活介護 42 18.6
短期入所生活介護施設 70 31.0

入所者数 1<,≦10 41 18.1
11<,≦50 118 52.2
51<,≦100 58 25.7

100< 6 2.7
欠損値 3 1.3

常勤医師数 0 167 73.9
0<,≦2 56 24.8
2< 1 0.4

欠損値 2 0.9
介護職員数 ≦5.0 86 38.1

（平日日中） 5.1<,≦10.0 74 32.7
10.1<,≦20.0 50 22.1

20< 12 5.3
欠損値 4 1.8

看護職員数 0 39 17.3
（平日日中） 0.1<,≦2.0 106 46.9

2.1<,≦5.0 64 28.3
5< 13 5.8

欠損値 4 1.8
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（研究３）高齢者施設からの救急搬送調査
2015年４月～2016年３月まで、新潟市消防局

に協力していただき、新潟市内の高齢者施設か
らの救急搬送例を調査した。調査項目として
は、傷病者の年齢、性別、出動地区、内因性か
外因性か、重症度、主訴、病院照会件数、照会
数が多い、もしくは少ない原因とした。

結果
（研究１）高齢者施設調査

回収率は70%（226施設）であった。
⒜施設の特性（表１）

回答施設のうち、常勤医師がいる施設は
25.2%であった。日中でも看護師がいない施設
が17.3％あった。
⒝急変時の意思確認

蘇生処置についての事前意思確認をしている
施設は74％であったが、人工呼吸管理や透析な
どの侵襲的処置の事前意思確認をしている施設
は47％であった。施設内で看取りを実施してい
る施設は、全体の41％であった。
⒞高齢者施設が抱える時間帯別問題点

86％の高齢者施設が、夜間に問題点を抱えて
いた。内容として、夜間の介護士不足（46%）、
看護師不足（69%）を訴える施設が多かった。
⒟連携医療機関との関係（図４）

連携医療機関については、半数以上の施設が

救急告示病院と連携していた。時間帯別受け入
れ状況では、平日と比べ、夜間、休日に連携医
療機関の受け入れが困難な施設が多かった。
⒠医療機関への期待（図５）

高齢者施設が連携医療機関に期待することと
して、夜間の対応（42%）、休日の対応（41%）
が多く挙げられた。

（研究２）高齢者施設からの新潟市民病院救急
外来受診調査

215人（平均年齢83.7歳）の受診があった。
72.6％が救急車で受診していた。救急外来受診
理由では、外因性に比べ内因性が多かった

（87.4％）。69.3％の患者が入院し、入院期間中
央値は11日（四分位範囲３−23日）であった。
⒜治療方針について（図６）

入院後に人工呼吸管理や透析など積極的治療
を希望した患者は４名のみ（1.9%）であった。
18.2%の患者は人工呼吸管理や人工透析などの
メカニカルサポートを希望せず、16.8%の患者
は蘇生治療を希望していなかった。
⒝入院後転帰

入院した患者のうち、35.6％しか元の施設に
戻れなかった。家族がいない、もしくは家族が
遠方である患者は、退院調整に難渋していた。

図４．連携医療機関の時間帯別受け入れ状況

図４.連携医療機関の時間帯別受け入れ状況
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（研究３）高齢者施設からの救急搬送調査
1685件（平均年齢　87.1歳）の救急搬送が

あった。時間帯別では、８時～18時が69％を占
めた。内因性が85％と、外因性に比べて多かっ
た。重症度の内訳は、軽症８％、中等症77%、
重症が８％、心肺停止７%であった。
⒜病院照会件数（図７）

772件は施設から医療機関へ先に連絡済で
あった。施設で連絡していない場合、４回以上
の照会を要した割合は、11.2％であった。

⒝照会件数が少ない理由
かかりつけが受け入れた（45.5%）、かかりつ

けが二次病院であった（27.9%）という理由が
挙がっていた。
⒞照会件数が多い理由

輪番病院に断られた（38.4%）、かかりつけが
診療所のため（33.3%）という理由が挙がって
いた。

図５．高齢者施設が連携医療機関に望むこと

図５．高齢者施設が連携医療機関に望むこと
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図６．受診前後の治療方針の変化
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考察
高齢者施設調査からは、特に夜間に連携医療

機関の受け入れが困難になり、夜間休日の受け
入れの充実を求める声が上がっていた。

救急外来受診調査では、高齢者施設から受診
した患者の多くはメカニカルサポートなどの積
極的治療を希望していなかった。入院を要する
患者の半数以上は、元の環境には戻れなかった。

救急搬送調査では、４回以上の照会を要した
割合が高齢者施設で高かった。照会件数が多く
なる理由としては、「輪番病院に断られた」、「入
院病床をもたない診療所をかかりつけとしてい
た」が多かった。

開業医や慢性期医療機関で24時間患者の対応
をすることが困難である一方で、急性期医療機
関の病床が、積極的治療を望まない高齢救急患
者の入院で満床となり、他の患者を受け入れる
ことが出来ないといった事態が生じていること
も事実である８）10）。このような問題を解決し、
新潟市の高齢者施設と救急医療施設との関係性
を良くしていくために、地域一体となった救急
医療体制の構築と、高齢者の意思表示の推進を
提言したい。

八王子市では、八王子市高齢者救急医療体制
広域連絡会（八高連）を創設し、急性期医療機
関、消防だけでなく、慢性期医療機関、高齢者

施設、一般市民も含めた取り組みを行ってい
る11）。具体的には、医療機関、消防、高齢者施
設など各領域間の情報交換や、急性期医療機関
への受け入れ体制の確保だけでなく、従来は救
急搬送を受け入れなかった慢性期病院も高齢の
救急患者を受け入れる姿勢をとり、救急病院の
負担を減じている。高齢者の救急体制を改善し
ていくには、高齢者施設、消防、急性期医療機
関が個別に努力しても難しく、八王子市のよう
に、一般市民、行政、慢性期医療機関も巻き込
んだ地域一体となっての連携が必要と考えられ
る。特に、診療所をかかりつけとしている高齢
者を二次病院がサポートするような病診連携の
活性化は必須であろう。

また、事前意思表示があることで、重症度が
高い高齢者を、意思表示に沿った適切な医療機
関に搬送できる可能性がある。事前意思表示に
関して、患者が医療者や家族と将来の自分の治
療方針を決定するアドバンス・ケア・プランニ
ングという概念がある12）。海外では、61～91%
の高齢者がアドバンス・ケア・プランニングを
歓迎しているというシステマティックレビュー
や13）、アドバンス・ケア・プランニングによっ
て、患者の希望が尊重され、遺族の不安やスト
レスも少なくなったと報告されている14）。日本
でも、「人生の最終段階における医療の決定プ

図７．救急隊からの病院照会件数

図７．救急隊からの病院照会件数
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ロセスに関するガイドライン」を厚生労働省が
策定し、患者本人が意思決定することの重要性
を示している15）。本研究では、新潟市民病院に
搬送された患者の多くが、人工呼吸器や人工透
析などを希望していなかった。高齢者は、認知
機能障害や脳卒中後遺症など治癒困難なものも
含む多併存疾患状態であり、医療従事者は個々
の疾患の治癒だけを目指すのではなく、患者が
何を望んでいるのか、耳を傾ける必要があると
思われる。前述の八王子市では、救急医療情報
シートを作成し、高齢者や高齢者施設に配布し
ている11）。救急医療情報シートでは、名前、疾
患、服薬歴などの基本情報に加え、「もしもの
ときに医師に伝えたい事」と延命についての意
見欄がある。新潟市でも、高齢者の事前の意思
表示カードの作成を行うことで、高齢者、高齢
者施設、医療従事者、医療機関それぞれにとっ
て、より良い関係を築くことが期待できる。

結語
新潟市の高齢者施設と救命救急センターの関

係性について現状を調査した。高齢者救急医療
体制の改善のために、病診連携の活性化など地
域一体となった体制の構築と、治療方針に関す
る事前の意思表示カードの作成を提言したい。
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